
Ⅴ．検 査 関 係 通 達 等
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１．速度制限装置が装着された大型トラクタの速度制限装置の
機能確認等について

自 技 第 241 号

自 整 第 237 号

平成８年12月27日

自動車交通局技術安全部長

最高速度制限違反等関係法令を履行しないことに起因する、大型トラクタ・トレーラの重大事故が相次

いで発生し、多数の死傷者を生じていることは誠に遺憾である。これらの事故原因については、現在、関

係機関において調査中であるが、事故を惹起した大型トラクタを確認したところ、速度制限装置（いわゆ

るＮＲ装置）を取り外している状態又は機能しないように変更している状態（以下「速度制限装置の取り

外し状態」という。）のものがあることが判明した。

かかる状態にかんがみ、継続検査等の際における速度制限装置の機能確認をより適切に行うため、別添

のとおり速度制限装置の機能確認方法をとりまとめたので、この旨関係者に周知し、平成９年４月１日以

降の継続検査等からこれを参考として検査を適切に実施されたい。

また、速度制限装置が既に装着されている大型トラクタについて、速度制限装置の取り外し状態で今後

使用するため、又は保安基準緩和認定を受けた大型トラクタ及びトレーラについて保安基準緩和認定が失

効する等により保安基準内で今後使用するため、使用者から、自動車検査証の記入の申請があった場合に

は、下記に留意して処理されたい。

記

１．速度制限装置の取り外し状態により使用するための自動車検査証の記入の申請があった場合

　（1�）速度制限装置が装着されていることにより「連結車両の走行性能について」（昭和 46年 11 月１日

自車第 651号、以下「走行性能通達」という。）中第３項の規定の適用により連結車両総重量を算定し

た大型トラクタについて、速度制限装置の取り外し状態で使用することとして自動車検査証の記入申

請があった場合には、必要な書面（注）の提出を求める等して、次の第１号及び第２号に留意して、

保安基準への適合性の判断を行い、支障のない場合には、走行性能通達中第１項の規定を適用して連

結車両総重量を算定することができるものとする。

①　自動車検査証の記入申請があった大型トラクタと連結して運行することが可能であるトレーラ

（大型トラクタの使用者と同一の使用者が使用しているトレーラを指す。）の全てについて、走行

性能通達中第１項の規定を適用して算定した連結車両総重量であっても連結して運行する能力があ

ることを確認すること。

なお、この検討により、走行性能が満足しないと判断した場合には、当該トレーラの自動車検査

証の備考欄に記載しているけん引自動車の車名及び型式から、該当するトラクタの車名及び型式を

記入申請により削除するよう使用者を指導すること。

②　速度制限装置の取り外し状態により大型トラクタの最高速度が上がることとなることから、その
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最高速度に応じた保安基準への適合性を以下の項目について改めて検討し、適合していることを確

認すること。

この場合において、当該大型トラクタとトレーラとを連結した状態についても検討が必要な条項

があるので留意されたい。

１）タイヤ負荷率（保安基準第９条関係）

最高速度によりタイヤ負荷率が変化するので、ＪＡＴＭＡ　ＹＥＡＥ　ＢＯＯＫを参考に判断

すること。

２）最高速度が80㎞/h以上となる場合

ア　単車の状態における制動能力（保安基準第12条）

イ　連結状態における制動能力（保安基準第13条）

（注）保安基準の適合性の判断に必要な書面

①　速度制限装置の取り外し状態の場合の大型トラクタの最高速度等

②　当該大型トラクタにより連結して運行することが可能であるトレーラ（大型トラクタの

使用者と同一の使用者が使用しているトレーラを指す。）の全てのトレーラ一覧

③　同上トレーラの自動車検査証の写し

④　保安基準に適合していることを証する書面

　（2�）（1）の場合において、自動車検査証の記載事項のうち、最大積載量（第五輪荷重）に変更がある場

合には保安基準に適合しなくなるおそれがあると認め構造等変更検査を命じて処理するものとする。

２．保安基準緩和認定を受けている大型トラクタ又はトレーラの最大積載量を変更する場合

車両総重量、軸重及び隣接軸重に係る項目の保安基準緩和認定を受けている大型トラクタ又はトレー

ラについて、保安基準緩和認定が失効する等により保安基準内で使用することとなった場合には、保安

基準に適合する範囲内における最大の値を最大積載量（大型トラクタにあっては、第五輪荷重）として

算定することができるものとする。

最大積載量（大型トラクタにあっては、第五輪荷重）に変更がある場合には、保安基準に適合しなく

なるおそれがあると認め構造等変更検査を命じて処理するものとする。
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２．速度制限装置の機能確認に係る指定自動車整備事業者に
対する指導について

業務連絡第34号の２（車)

業務連絡第15号の２（整)

平 成 ９ 年 ３ 月 24 日

近畿運輸局整備部整備課長

近畿運輸局整備部車両課長

「速度制限装置が装着された大型トラクタの速度制限装置の機能確認等について」（平成８年12月 27日

付け自技第241号・自整第237号）に基づき、継続検査等を適切に実施するため、指定自動車整備事業者

に対し、別紙（1）の「ＮＲ装置機能確認手法」を参考にして指導する他、機能確認後の措置として、別紙

（2）の例により、指定整備記録簿の余白部に「ＮＲ装置不要」または「ＮＲ装置機能確認済」のいずれか

を記載するよう指導方お願いします。

なお、今般の通達の運用に係る研修・講習会の講師派遣方要請があった場合は、積極的に協力するよう、

各陸運支局担当課長あて指示しております。

別紙（２）

ＮＲ装置　不　　要　機能確認済

前　　照　　灯 前 部 霧 灯 警　音　器
N
取
付
高
さ

右 左
cd 聴覚・テスタ デシ

ベル㎏

㎝ ㎝

N/㎏ 速度計の誤差 定常走行騒音
％

＋・－	 ㎞/h 聴覚・テスタ デシ
ベルN

㎏ 光
　
　
　
軸

下

㎝

下

㎝

指示針の振れ 排 気 騒 音

	 ㎞/h 聴覚・テスタ デシ
ベルN/㎏

％ 左・右

㎝

左・右

㎝

CO濃度(アイドリング時)
N/㎏

％
％

タイヤの振れ HC濃度(アイドリング時)N/㎏

％ 光
　
　
　
度

主×100

cd

主×100

cd

良　・　否 4∞・2∞・特殊	 ppm
サイド・スリップ 黒煙・粒子状物質

副×100

cd

副×100

cd

イン・アウト

mm

視認(空ぶかし)・テスタ

％
ｍ-１

１
測定値	 ％

ｍ-１
２
測定値	 ％

ｍ-１
３

測定値	 ％
ｍ-１

依頼者の依頼事項

目視等による検査
●構造
 最低地上高
 最大安定傾斜角度
 最小回転半径

●装置
 原動機及び動力伝達装置
 走行装置
 操縦装置
 制動装置
 緩衝装置
 燃料装置及び電気装置
 車枠及び車体
 連結装置

 乗車装置及び物品積載装置
 前面ガラスその他の窓ガラス　
 騒音防止装置
 ばい煙等の発散防止装置
 灯火装置及び反射器
 警報装置
 指示装置
 視野を確保する装置
 走行距離計その他の計器
 防火装置
 内圧容器及びその附属装置
 その他

年月日 初度登録(検査)年月 自 動 車 の 種 別 用　　　途 自家用・事業用の別 車　体　の　形　状 車　　　　名

月　　日 年　　月 普通・小型・軽 自家用・事業用
載量 車　両　重　量 車 両 総 重 量 車　　台　　番　　号 原 動 機 の 型 式

㎏ ㎏ ㎏
総排気量又は定格出力 燃　料　の　種　類 型 式 指 定 番 号 類別区分番号 自動車検査証の有効期間 点検又は分解整備時の総走行距離 そ　の　他

Kw

ℓ ガソリン・軽油・ＬＰＧ・その他 年　　月　　日 ㎞

依頼者(使用者)の氏名又は名称 実 施 者 月 日 検　　査　　の　　年　　月　　日

年　　　　月　　　　日受
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別 紙(1)

ＮＲ装置機能確認手法
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３．土砂等運搬大型自動車に取り付ける自重計に関する
取扱いについて（抜粋）

自 貨 第 6 6  号
自 車 第 229 号
昭和43年３月15日

自 　動 　車 　局 　長

（前文略）

法（土砂等を運搬する大型自動車による交通事故防止等に関する特別措置法　昭和42年法律第131号）

第３条の規定に基づく届出及び当該大型自動車の検査等に関して下記により取り扱われたい。

記

１．法第３条の規定に基づく申請又は届出（以下「申請等」という。）を行なう者については、輸送課に

おいて、当該申請等を受理する際、使用者に当該大型自動車に係る自重計技術基準適合証の提示を求

めるとともに、法第３条の表示番号に指定にあたっては当該表示番号を自重計技術基準適合証の該当

欄に記入すること。

２．土砂等運搬大型自動車について、道路運送車両法（以下「車両法」という。）第58条、第 62条、第 63条、

第 64条及び第67条第２項の検査を実施する場合には、検査担当課において次の事項を実施すること。

（1）	 車両法第 58条の新規検査以外の検査を行なう際、使用者に当該大型自動車に係る自重計技術基

準適合証の提示を求めること。

（2）	 呈示された現車について、自重計の取り付けの有無を確認すること。

なお、上記に伴い車両法第78条の自動車分解整備事業者が定期点検整備を実施するときは、現

車について自重計の取り付けの有無について確認するよう指導されたい。

（参考）

上記２．（1）（2）の確認をしたときは、保安基準適合証余白及び指定整備記録簿余白にその旨の押印

等を行っておくこと。（Ｐ229 参照）

※道路運送車両法改正による読み替え

自動車分解整備事業者　→　自動車特定整備事業者
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令和

令和
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４
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５
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参考
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いすゞ車編
三菱ふそう車編
日野車編
日産ディーゼル車編
メルセデス・ベンツ車編

Ｐ257〜260
Ｐ261、262
Ｐ263
Ｐ264
Ｐ265〜273
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６. 近接排気騒音の測定方法（絶対値規制適用時）

審査事務規程　別添 9



－276－

 

M1 

M1 

 M1 

 

M1 

M1 

 M2 

 



－277－

 

M1 

M1 

 M1 

 

M1 

M1 

 M2 

 



－278－

７. 近接排気騒音の測定方法（相対値規制適用時）

審査事務規程　別添 10
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四輪自動車
・平成28年10月１日以降の新型車

・令和４年９月１日以降の継続生産車
(技術的最大許容質量3.5ｔ超～12ｔ以下は令和５年９月１日以降)

二輪自動車
・平成28年10月１日以降の新型車

・令和３年９月１日以降の継続生産車

８.平成28年騒音規制（相対値規制）の取扱い

【平成28年騒音規制の対象自動車】

備　考　
　平成28年騒音規制車、騒音カテゴリー　M1A1A
　近接排気騒音値　○○dB ，測定回転数○,○○○ rpm
　(旧基準適用時測定回転数 △,△△△rpm)

大阪〇〇×
△△ 令和１年８月 令和１年８月

〇〇〇－△△△

〇〇〇－１２３４

【平成28年騒音規制車の自動車検査証等備考欄記載イメージ】
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【測定方法及び判断基準】
測定方法及び判断基準は、対象車のマフラーが交換されているかどうか及び交換されたマフラー
の種類で異なります。

●マフラー交換されていないもの(メーカー純正)
検査証備考欄記載の測定回転数で測定した値が、検査証備考欄記載の近接排気騒音値＋５dB以下
であること。

●全開加速走行騒音規制対応マフラー(※1)に交換されているもの
検査証備考欄記載の旧基準適用時測定回転数(二輪自動車は測定回転数)で測定した値が、次の
①、②のいずれかであること。
①検査証備考欄記載の近接排気騒音値が、車種別の一定値(283㌻※2)を超えないものは絶対値規
制となり、上記測定方法における測定値が従前の規定以下であること。
例１)乗用車(車両後部にエンジンを有するもの以外):96dB以下
例２)小型二輪自動車：94dB以下

②検査証備考欄記載の近接排気騒音値が、車種別の一定値(※2)を超えるものは相対値規制とな
り、上記測定方法における測定値が検査証備考欄記載の近接排気騒音値＋５dB以下であること。
例１)乗用車(車両後部にエンジンを有するもの以外)

新車時の近接排気騒音値：92dB(＞91db)　⇒　規制値：92＋５=97dB以下
例２)小型二輪自動車

新車時の近接排気騒音値：91dB(＞89db)　⇒　規制値：91＋５=96dB以下

●市街地加速騒音規制対応マフラー(※１)に交換されているもの
検査証備考欄記載の測定回転数で測定した値が、マフラーに刻印又は貼り付けされているプレー
ト等に表示された近接排気騒音値＋５dB以下であること。

例１)乗用車(車両後部にエンジンを有するもの以外)
プレート等に表示された近接排気騒音値：90dB　⇒規制値：90＋５＝95dB以下

例２)小型二輪自動車　
プレート等に表示された近接排気騒音値：87dB　⇒規制値：87＋５＝92dB以下

(※１)全開加速走行騒音規制対応マフラーと市街地加速騒音規制対応マフラーの判別は、性能等確
認済表示の末尾が数字のもの(アルファベットなし)、または末尾のアルファベットがＳのも
のが全開加速走行騒音規制対応マフラー、ＡまたはＰのものが市街地加速騒音規制対応マフ
ラーとなります。
なお、全開加速走行騒音規制対応マフラーには、性能等確認済表示以外でも適合するものが
ありますので、ご不明な点があれば独立行政法人自動車技術総合機構にお問い合わせ下さ
い。
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性能等確認済表示の例

(※２)
≪車種別の一定値一覧表≫

　乗用車(車両後部にエンジンを有するもの)
　乗用車(車両後部にエンジンを有するもの以外のもの)
　乗合車・貨物車(車両総重量3.5t超、最高出力150kW超)
　乗合車・貨物車(車両総重量3.5t超、最高出力150kW以下)
　乗合車・貨物車(車両総重量3.5t以下)
　小型二輪自動車

95
91
94
93
92
89

車種区分 車種別の一定値(dB)
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平成28年騒音規制車(相対値規制車)の近接排気騒音の基準適合性確認フロー(判定例)

車検入庫

車検証の備考欄に
「平成28年騒音規制車」の記載

交換されている 交換されていない

騒音規制対策品でない

マフラーが交換されているか

不 合 格

従来(旧基準測定)方法による測
定(２回実施)の結果、測定平均
値が車検証備考欄記載の近接
排気騒音値＋５dB以下であれ
ば合格(相対値規制)

従来(旧基準測定)方法による測
定(２回実施)の結果、測定平均
値が車種ごとの近接排気騒音
規制値以下であれば合格(絶対
値規制)

※
交
換
さ
れ
た
マ
フ
ラ
ー
が

有り 無し

測定平均値が性能確認済表示
に記載の近接排気騒音値＋５
dB以下であれば合格
(相対値規制)

測定平均値が車検証備考欄記
載の近接排気騒音値＋５dB以
下であれば合格(相対値規制)

測定平均値が車種ごとの近接
排気騒音規制値以下であれば
合格(絶対値規制)

従来(旧基準測定)方法による測
定(２回実施)

※それぞれの規制値を上回るものは不合格

車検証備考欄記載の測定
回転数で測定(３回)

車検証備考欄記載の近接
排気騒音値が、車種別の
一定値(※２)以下　283㌻

車検証備考欄記載の近接
排気騒音値が、車種別の
一定値(※２)超過　283㌻

車検証備考欄記載の測定
回転数で測定(３回)

全開加速走行騒音規
制対応品(※１)282㌻
　性能等確認済表示の
末尾が数字、又はＳ

市街地加速走行騒音規
制対応品(※1)282㌻

性能等確認済表示の
末尾がＡ、又はＰ

＊二輪車は測定回転数

＊性能等確認済表示以外でも
　適合するものがあります。
　不明な場合は独立行政法人
　自動車総合技術機構にお問
　い合わせ下さい。

（参考）
※判定する際には必ず、保安基準等関係法令を確認して下さい。


